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平成１９年３月期       中間決算短信（連結）        平成１８年１１月１４日 
 上 場 会 社 名 西日本システム建設株式会社 上場取引所（所属部） 大証(第２部)・福証 
 コ ー ド 番 号 １９３３ 本社所在都道府県 熊本県 
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 決算取締役会開催日  平成１８年１１月１４日  
 米国会計基準採用の有無  無  
 
１. １８年９月中間期の連結業績（平成１８年４月１日～平成１８年９月３０日） 

(１) 連結経営成績                               （百万円未満は切り捨て） 
  売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 
             百万円  ％             百万円   ％            百万円   ％
 18年9月中間期  １４，０９５（ 10.1）      ６１５（ 34.2） ７５３(  39.2)
 17年9月中間期  １２，８０３（  9.4）      ４５８（ 75.1） ５４１( 59.0)

 18年3月期 ３０，３１１    １，３３８ １，５４９ 

 
  

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当たり 
中間（当期）純利益 

             百万円  ％          円     銭          円    銭 
 18年9月中間期           ３９０（    1.9）          ３１．５５       －       － 
 17年9月中間期           ３８３（  137.1）      ３０．９４       －       － 
 18年3月期           ９５１          ７６．３２       －       － 
  （注） ①持分法投資損益 18年9月中間期 55百万円 17年9月中間期 52百万円 18年3月期 70百万円 
 ②期中平均株式数（連結） 18年9月中間期 12,386,496株 17年9月中間期 12,390,356株 18年3月期 12,389,332株 
 ③会計処理の方法の変更 無 
 ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
（２）連結財政状態                               （百万円未満は切り捨て） 

  総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 
  百万円 百万円 ％ 円  銭 
 18年9月中間期 １７，９５５  ７，２５７ ４０．４ ５８６．０３ 
 17年9月中間期 １７，４７０  ６，５２３ ３７．３ ５２６．５６ 
 18年3月期 １９，６１６  ７，１２８  ３６．３  ５７４．９９ 
（注）期末発行済株式数（連結） 18年9月中間期 12,383,576株 17年9月中間期 12,389,110株 18年3月期 12,387,564株 
（３）連結キャッシュ・フローの状況                       （百万円未満は切り捨て） 

  営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

  百万円 百万円 百万円 百万円 
 18年9月中間期 １，２５０ △ １６０  △   ８２９  ７７８  
 17年9月中間期 ９６５ △ １７４  △   ６７２  ６５８  
 18年3月期 ６８０  △ ３０５  △   ４０１      ５１８  
（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

 連結子会社数 ５社   持分法適用非連結子会社数 －社   持分法適用関連会社数 ３社 
（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
 連結（新規） －社 （除外）－社    持分法（新規） －社 （除外）－社 

  
２．１９年３月期の連結業績予想（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日） 
  売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 
  百万円 百万円 百万円 
 通   期 ３０，０００ １，５５０ ９５０ 
 （参考）１株当たり予想当期純利益（通期） ７６円 ７１銭 
（注）上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因に 

よって予想数値と異なる場合があります。 
   なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料４ページをご参照ください。 
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１．企業集団の概況 
 
 
 

当社グループは、当社、子会社６社及び関連会社３社で構成され、その主な事業は電気通信設備工事業、一般土

木工事業及び電気通信材料、工具等の販売業並びに情報処理サービス等であります。各関係会社の事業に係わる位

置づけ及び事業の種類別セグメントとの関連は次の通りであります。 
(１) 建設事業  
  ・ＮＴＴ工事    ---- 
 

                                                                             
当社がＮＴＴより受注する電気通信設備工事について、設計及び施工をしており、子

会社である明正電設(株)ほか３社が施工協力しております。 

 

  ・一般工事      ---- 当社が受注する情報通信工事、電気設備工事、土木工事等設備関係の設計及び施工を
行っております。 

(２) 販売事業等 
  ・機器材料販売  ---- 

 

                                                                             
当社が通信機器の販売を行うほか、子会社 西日本電材(株)、関連会社 九州通信産業
(株)が通信工事材料等の販売を行っております。又、関連会社 九州電機工業(株)が電
気通信設備関連機器等の開発、製造、販売を行っております。 

 

・ソフト開発販売 ---- 子会社 (株)システムニシツウがソフトウェアの設計、開発、販売及び保守を行ってお
ります。 

  ・運送業        ---- 関連会社 九州電話運輸(株)が通信工事材料の運搬及び引越業を行っております。 
子会社 西日本電材(株)及び関連会社 九州電話運輸(株)が通信機器、ＯＡ機器、車両
等のリースを行っております。 

 
  ・リース業      ---- 
 

 

 事業の系統図は次の通りであります。 

 
得     意     先  

 
   
 
 

 
 

   
 当      社 
 建設事業､販売事業等 

 
 
 
 
 
 
 

建 設 事 業 販  売  事  業  等 
連結子会社 
明正電設株式会社 
西部通信工業株式会社 
株式会社ニ－スエンジニアリング 

非連結子会社 １社 
 

  
連結子会社 
   西日本電材株式会社 
   株式会社システムニシツウ 
関連会社 
  ＊九州通信産業株式会社 
  ＊九州電機工業株式会社 
  ＊九州電話運輸株式会社 

 ＊印は持分法適用会社 
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２．経営方針 
(１) 経営の基本方針 

 

  当社及びグループ各社は、「最大の誠意を以て最良の技術を提供せむことを欲す」を企業理念とし通信と情報処 
理技術を融合した総合エンジニアリング企業として事業運営を図り、高度情報化社会の発展に貢献すべく連結経

営を展開しております。また、「志気の高揚」「品質の向上」「事故の撲滅」「原価の低減」「法令の遵守」を経営方

針とし、事業活動を推進しております。 
 この経営方針のもと、「お客様の満足を得る設備、サービスを提供する」を品質方針に掲げ、①人身・設備事故

“0”の達成 ②完全な設備（品質、納期）の納入 ③クレームの把握・反映による、顧客満足度の向上並びに労
働安全衛生レベルの継続的改善、パフォーマンス向上のための効率的システムの確立を目指し、全グループをあ

げた取り組みを行っております。 
 

(２) 利益配分に関する基本方針 

 
当社は、財務状況及び利益水準を総合的に勘案し、将来の経営活動に備えた財務体質の強化と、株主の皆様に

対し永続的に安定した配当水準を維持することを基本方針としております。 
なお、上記方針に基づき当期の配当金は、１株につき６円に加えて、特別配当２円の合計８円の配当を予定して

おります。 
 

(３) 中長期的な会社の経営戦略及び会社の対応すべき課題 
  当社は、現在の事業環境及び最新の情報に基づき最善の経営方針を立案するように努めておりますが、当社の

コア事業となる情報通信分野においては、ＩＰ化に伴う「固定と携帯」の融合更には「通信と放送」の融合等構

造的変化が進み、次世代ネットワーク（ＮＧＮ）の構想と相俟って、通信事業者間の競争は益々熾烈なものにな

ると考えられます。 
 このような環境のなか、情報通信インフラ整備工事を主たる事業とする当社はいかにして「品質」「稼動」「技

術」「価格」面で多様化するお客様の信頼に応えていくかが重要であると認識しております。当社は事業の戦略と

して従来からの電話系サービスは勿論のこと、ブロードバンド市場における光サービスの拡大化に伴う工事体制

の拡充、ＩＰ系ネットワークサービスなどトータルソリューション体制の強化に取り組んでまいります。 
具体的には 
① 高度化、多様化するお客様のニーズに対するサービスと品質の向上 
② 急増する光需要に対応する稼動体制の充実 
③ お客様信頼確保のため情報セキュリティの充実 
④ 安全施策の充実と定着 
⑤ 団塊の世代大量退職に備え、技術の継承体制の確立 
⑥ 新規事業の開発と拡大 
を当社の課題とし、最大限の努力を傾けることで、当社の優位性と競争力を強めていく所存であります。 
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３．経営成績および財政状態 
 (１) 経営成績 
 ① 当中間連結会計期間の経営成績 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、雇用情勢に厳しさが残るものの企業収益が改善したことにより、

設備投資は増加しており、景気は順調に回復しております。 
 当社グループの主要な事業であります情報通信分野では、２０１０年に「ユビキタスネット社会」の実現へ向

けてｕ－Ｊａｐａｎ構想がスタートし、高品質な通信や映像配信また今後の情報家電への接続に向けての取り組

みが進められ、このサービス実現へ向け光化・ＩＰ化が一段と加速しております。 
 一方、当社の主たる取引先である西日本電信電話株式会社（ＮＴＴ西日本）では、ブロードバンドサービスの

光回線の契約が２００万回線を超え、２０１０年に１５００万ユーザーへ光アクセスサービスを提供することを

目標にインフラ整備を積極的に進められております。 
 また、移動体通信では第三世代携帯への移行が進み、ブロードバンドサービスは、インターネット、ＩＰ電話、

映像配信のトリプルプレイサービスの提供からさらに固定・移動の融合へと進展しております。 
 このような状況の中、当社及びグループ各社は総力をあげて「ＳＹＳＫＥＮチャレンジ５０」の経営戦略のも

と、積極的な営業活動を展開するとともに経営の効率化を推進してまいりました。 
以上の結果、受注高は２１９億１千１百万円（前年同期比１１２．４％）、売上高は１４０億９千５百万円（前

年同期比１１０．１％）となりました。 
 また、利益につきましては売上高の増加により経常利益は７億５千３百万円（前年同期比１３９．２％）、中

間純利益は３億９千万円（前年同期比１０１．９％）となりました。 
  
    部門別につきましては、以下のとおりです。 

 （建設事業） 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 

建設事業の売上高につきましては、ブロードバンドサービスの基盤となる光アクセス網の充実のための関

連工事が増加しました。その結果、当中間連結会計期間の売上高は119億1千6百万円（前年同期比112.8％）

であり前中間連結会計期間に比して13億5千6百万円の増収となりました。利益につきましては、売上高の

増加により営業利益は9億4千9百万円（前年同期比125.0％）であり前中間連結会計期間に比して1億8千

9百万円の増益となりました。 
  
 （販売事業等） 

 
 販売事業等においては、情報通信関連商品の販売の減少等により、当中間連結会計期間の売上高は21億 7

千9百万円（前年同期比97.1％）であり前中間連結会計期間に比して6千4百万円の減収となりましたが、

営業利益は1千6百万円（前年同期比127.8％）と前年並みを確保いたしました。 
  
 ② 通期の見通し 

 
 

今後のわが国経済は、原油価格の動向や世界情勢の不安要素もありますが、好調な企業収益による国内民間

需要に支えられた景気回復が続くものと思われます。 
情報通信分野では、ニーズの多様化により、固定系では光アクセスの拡大、移動系では第三世代携帯への移

行が進みブロードバンドサービスは、インターネット、ＩＰ電話、映像配信のトリプルプレイサービスの提供

からさらに固定・移動の融合へと進展しております。 
このような経営環境のもと当社及びグループ各社は、総力をあげて競争力強化と効率化推進を図り、お客様

と株主の皆様のご期待に応えるべく、安定した収益を確保できる会社を目指し全社一丸となって企業価値の向

上に努めてまいります。 
なお、通期の連結業績見通しにつきましては、売上高は300億（前期比99.0％）、経常利益は15億5千万円（前

期比100.0％）、当期純利益は9億5千万円（前期比99.8％）を見込んでおります。 
（単位：百万円） 

 事 業 部 門 別  受注高 売上高  
 建 設 事 業  25,900（  1.6％） 25,400（△ 0.7％）  
 販 売 事 業 等  4,600（△ 3.3％） 4,600（△ 2.9％）  
 合 計  30,500（  0.9％） 30,000（△ 1.0％）  
       （注）受注高、売上高におけるパーセント表示は対前期増減率 
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 （２）財政状態 
 当中間連結会計期間における連結キャッシュ・フローは次のとおりです。 
 現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計期間末に比べ2億6千万円増加し7億7千8百万

円となりました。 
  
 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 
 営業活動の結果得られた資金は、12億5千万円（前年同期は9億6千5百万円の獲得）となりました。これは主

に、未成工事支出金の増加による支出9億3千1百万円、仕入債務の減少による支出13億9千1百万円及び法人

税等の支払額2億1千2百万円があったものの、税金等調整前中間純利益6億6千5百万円が計上され、売上債

権の減少による収入26億9千9百万円があったことによるものであります。 

  
 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 
 投資活動の結果使用した資金は1億6千万円（前年同期は1億7千4百万円の使用）となりました。これは主に

無形固定資産の取得による支出7千9百万円によるものであります。 

  
 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 
 財務活動の結果使用した資金は、8億2千9百万円（前年同期は6億7千2百万円の使用）となりました。これは

主に借入金の返済による支出7億2千8百万円によるものであります。 

  
  なお、当企業集団のキャッシュ・フロー指標のトレンドは次のとおりであります。 
  第53期中間期 第54期中間期 第53期   
  平成17年9月期 平成18年9月期 平成18年3月期   
 

自己資本比率（％） ３７．３  ４０．４  ３６．３     

 時 価 ベ ー ス の 
自己資本比率（％） 

２４．７ 
 
 ２９．０ 

 
 ３５．４ 

 
  

 
 

 
 

 
債務償還年数（年） ３．４  ２．３  ５．２     

 
ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ ７８．８  １０２．５  ２６．３     

   
 自己資本比率 ： 自 己 資 本 ／ 総 資 産  
 時価ベースの自己資本比率 ： 株 式 時 価 総 額 ／ 総 資 産  
 債務償還年数 ： 有 利 子 負 債 ／ 営業キャッシュ・フロー  
 インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー ／ 利 払 い  
 
 ＊ いずれも連結ベースでの財務数値により計算しております。 
 キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを利用しております。有利子負債は貸借対照表に計上されて

いる負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャ

ッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 
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４．中間連結財務諸表等 
（１）中間連結貸借対照表 

前中間連結会計期間末 
（平成17年9月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年9月30日） 

 
増減額 

 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年3月31日） 

                 期    別 
 科    目 
 金   額 構成比 金   額 構成比 金 額 金   額 構成比 

（資産の部） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 

 
 

Ⅰ 流 動 資 産 ９，１１５ 52.2 ９，７２６ 54.2 ６１１ １１，１９４ 57.1

 現 金 預 金 ９６２ １，１０７ １４４ ８２８ 

 受取手形・完成工事未収入金等 ４，７６２ ５，３０８ ５４６ ８，００８ 

 未 成 工 事 支 出 金 ２，４０４ ２，４０４ ０ １，４７３ 

 そ の 他 た な 卸 資 産 ３８８ ３５２ △   ３６ ３５９ 

 そ の 他 ６３０ ５８７ △   ４２ ５５５ 

 貸 倒 引 当 金 △     ３２ △     ３３ △    １   △     ３１ 

Ⅱ 固 定 資 産 ８，３５４ 47.8 ８，２２８ 45.8 △  １２５ ８，４２２ 42.9

有形固定資産 ３，３０９ ３，２２３ △   ８５ ３，２８３ 

 建 物 ・ 構 築 物 １，１３７ １，０９６ △   ４１ １，１１２ 

 土 地 １，８９５ １，８５６ △   ３９ １，８９５ 

 そ の 他 ２７６ ２７１ △    ５ ２７５ 

無形固定資産 ６７ ２３１ １６３ １７０ 

投資その他の資産 ４，９７７ ４，７７３ △  ２０４ ４，９６８ 

 投 資 有 価 証 券 ３，７８９ ３，６５７ △  １３１ ３，８６９ 

 繰 延 税 金 資 産 ９２８ ８３７ △   ９０ ８３０ 

 そ の 他 ６３６ ５０２ △  １３３ ５３３ 

 貸 倒 引 当 金 △    ３７７ △    ２２４ １５２ △    ２６４ 
     

資 産 合 計 １７，４７０ 100.0 １７，９５５ 100.0 ４８５ １９，６１６ 100.0

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



－７－ 

前中間連結会計期間末 
（平成17年9月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年9月30日） 

 
増減額 

 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年3月31日） 

             期     別 
             

   科    目 金   額 構成比 金   額 構成比 金 額 金   額 構成比 
（負債の部） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 

 
 

Ⅰ 流 動 負 債 ７，８８７ 45.2 ７，７９３ 43.4 △    ９３ ９，３９８ 47.9

 支払手形・工事未払金等 ３，３５１ ３，３４５ △     ５ ４，７３６

 短 期 借 入 金 ３，２４２ ２，６８７ △   ５５５ ３，３６１

 未 成 工 事 受 入 金 ２６９ ４４３ １７３ ９５

 賞 与 引 当 金 ５５３ ５３１ △    ２１ ４４４

 役 員 賞 与 引 当 金  － － － ３０

 完成工事補償引当金 ２ ２ ０ ２

 そ の 他 ４６８ ７８３ ３１５ ７２７

Ⅱ 固 定 負 債 ３，０５９ 17.5 ２，９０４ 16.2 △   １５４ ３，０８９ 15.8

 長 期 借 入 金 ３７ １３６ ９８ １９０

 退 職 給 付 引 当 金 ２，７２８ ２，４９０ △   ２３７ ２，５９９

 役員退職慰労引当金 １３２ １２８ △     ３ １４４

 連 結 調 整 勘 定 ４１ － △    ４１ ４０

 負 の の れ ん － ３９ ３９ －

 そ の 他 １１８ １０９ △     ９ １１４

  負 債 合 計 １０，９４６ 62.7 １０，６９８ 59.6 △   ２４８ １２，４８７ 63.7

   

（資本の部）   

Ⅰ 資 本 金 ８０１ 4.6 － － － ８０１ 4.1

Ⅱ 資 本 剰 余 金 ５６０ 3.2 － － － ５６０ 2.9

Ⅲ 利 益 剰 余 金 ４，６６０ 26.7 － － － ５，２２８ 26.6

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ６５５ 3.7 － － － ６９３ 3.5

Ⅴ 自 己 株 式 △    １５３ △ 0.9 － － － △    １５４ △ 0.8

  資 本 合 計 ６，５２３ 37.3 － － － ７，１２８ 36.3

 負 債 資 本 合 計 １７，４７０ 100.0 － － － １９，６１６ 100.0

   

（ 純 資 産 の 部 ）   

Ⅰ 株 主 資 本 － － ６，７１９ 37.4 － － －

  資 本 金 － － ８０１ 4.5 － － －

  資 本 剰 余 金 － － ５６０ 3.1 － － －

  利 益 剰 余 金 － － ５，５１４ 30.7 － － －

  自 己 株 式 － － △    １５５ △ 0.9 － － －

Ⅱ 評価・換算差額等 － － ５３７ 3.0 － － －

  その他有価証券評価差額金 － － ５３７ 3.0 － － －

 純 資 産 合 計 － － ７，２５７ 40.4 － － －

   

負債純資産合計 － － １７，９５５ 100.0 － － －

 
 
 
 
 
 



－８－ 

（２）中間連結損益計算書 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 
前連結会計年度の 

要約連結損益計算書 

(自 平成17年4月 1 日 （自 平成18年4月 1 日 （自 平成17年4月 1 日 

至 平成17年9月30日)   至 平成18年9月30日）

増 減 額 

  至 平成18年3月31日）

          
               期      別 

 
    科    目 
 金   額 百分比 金   額 百分比 金  額 金   額 百分比

  百万円 ％ 百万円   ％  百万円  ％

 

 

Ⅰ 売 上 高  １２，８０３ 100.0 １４，０９５ 100.0 １，２９１ ３０，３１１ 100.0

Ⅱ 売 上 原 価  １１，３１７ 88.4 １２，４２０ 88.1 １，１０３ ２６，８１６ 88.5

  売 上 総 利 益  １，４８６ 11.6 １，６７４ 11.9 １８８ ３，４９４ 11.5  
Ⅲ 販売費及び一般管理費  １，０２７ 8.0 １，０５９ 7.5 ３２ ２，１５６ 7.1  
  営 業 利 益  ４５８ 3.6 ６１５ 4.4 １５６ １，３３８ 4.4  
Ⅳ 営 業 外 収 益  １８４ 1.4 １５４ 1.1 △     ２９ ３１８ 1.1

 受 取 利 息  １ ２  ０ ３  

 受 取 配 当 金  １６ １９  ３ ３５  

 連 結 調 整 勘 定 償 却 額  １ －  △      １ ２  

 負 の の れ ん 償 却 額  － １  １ －  

 持分法による投資利益  ５２ ５５  ２ ７０  

 受 取 賃 貸 料  ３１ ３３  １ ５９  

 資 格 取 得 協 力 金  １４ ８  △      ５ ２９  

 そ の 他  ６７ ３４  △     ３３ １１７  

Ⅴ 営 業 外 費 用  １０１ 0.8 １６ 0.1 △     ８５ １０７ 0.4  
 支 払 利 息  １２ １２  △      ０ ２５   
 貸 倒 引 当 金 繰 入 額  ７９ －  △     ７９ ６０  

 そ の 他  ９ ３  △      ５ ２１  

  経 常 利 益  ５４１ 4.2 ７５３ 5.4 ２１２ １，５４９ 5.1

Ⅵ 特 別 利 益  ２５ 0.2 ２０ 0.1 △      ４ ５７ 0.2  
 前 期 損 益 修 正 益  ２５ － △     ２５ ２５  
 貸 倒 引 当 金 戻 入 益  － ２０ ２０ ３２  
Ⅶ 特 別 損 失  ９２ 0.7 １０８ 0.8 １６ １０６ 0.4

 固 定 資 産 除 却 損  ５ ３  △      １ １２  

 減 損 損 失  ６２ ３９  △     ２２ ６２  

 投 資 有 価 証 券 評 価 損  ６ －  △      ６ １２  

 関 係 会 社 清 算 損  １９ －  △     １９ １９  

 退職給付制度変更による損失  － ６６  ６６ －  

 税金等調整前中間（当期）純利益  ４７４ 3.7 ６６５ 4.7 １９１ １，５００ 4.9

 法人税、住民税及び事業税  １８５ 1.4 ２０９ 1.5 ２３ ４９５ 1.6

 法 人 税 等 調 整 額  △    ９４ △  0.7 ６５ 0.4 １５９ ５３ 0.2

 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益  ３８３ 3.0 ３９０ 2.8 ７ ９５１ 3.1

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



－９－ 

（３）中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書 
   中間連結剰余金計算書 

前中間連結会計期間 前連結会計年度  

(自 平成17年4月 1 日 （自 平成17年4月 1 日  

期  別 
 

   科  目 至 平成17年9月30日)   至 平成18年3月31日）

 

 

（資本剰余金の部） 百万円 百万円  

 

Ⅰ 資本剰余金期首残高  ５６０  ５６０  

Ⅱ 資本剰余金中間期末（期末）残高   ５６０  ５６０  

    

（利益剰余金の部）   

Ⅰ 利益剰余金期首残高  ４，３８３  ４，３８３  

Ⅱ 利益剰余金増加高  ３８３  ９５１  

 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益  ３８３  ９５１  

Ⅲ 利益剰余金減少高  １０６  １０６  

 株 主 配 当 金  ９９  ９９  

 役 員 賞 与  ７  ７  

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）残高  ４，６６０  ５，２２８     
 

   中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自 平成１８年４月１日 至 平成１８年９月３０日） 

 株主資本  

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計  

平成１８年３月３１日残高(百万円) ８０１ ５６０ ５，２２８ △  １５４ ６，４３５  

中間連結会計期間中の変動額   

 剰余金の配当 △    ９９  △    ９９  

 利益処分による役員賞与 △     ６  △     ６  

 中間純利益 ３９０  ３９０  

 自己株式の取得 △    １ △     １  

 株主資本以外の項目の中間連結会

計期間中の変動額(純額) 

  

中間連結会計期間中の変動額合計(百万円) － － ２８５ △    １ ２８３  

平成１８年９月３０日残高(百万円) ８０１ ５６０ ５，５１４ △  １５５ ６，７１９  

 

 評価・換算差額等 

 その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

純資産 

合計 
   

平成１８年３月３１日残高(百万円) ６９３ ６９３ ７，１２８    

中間連結会計期間中の変動額     

 剰余金の配当 △    ９９    

 利益処分による役員賞与 △     ６    

 中間純利益 ３９０    

 自己株式の取得 △     １    

 株主資本以外の項目の中間連結会

計期間中の変動額(純額) 
△   １５５ △   １５５ △   １５５ 

   

中間連結会計期間中の変動額合計(百万円) △   １５５ △   １５５ １２８    

平成１８年９月３０日残高(百万円) ５３７ ５３７ ７，２５７    

 

 

 

 



－１０－ 

（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書  

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 
前連結会計年度の要約

連結キャッシュ・フロー計算書

（自 平成１7年4月 1 日 （自 平成１8年4月 1 日 （自 平成１7年4月 1 日

 至 平成１7年9月30日） 至 平成１8年9月30日）

増 減 額 

至 平成１8年3月31日）

                      
期      別 

 
   科      目 

金   額 金   額 金   額 金   額 
Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー  百万円  百万円 百万円  百万円 
 税金等調整前中間（当期）純利益  ４７４   ６６５   １９１  １，５００  
 減 価 償 却 費  １１０   １１１   ０  ２２６  
 減 損 損 失  ６２   ３９  △ ２２  ６２  
 連 結 調 整 勘 定 償 却 額 △ １   －   １ △ ２  
 負 の の れ ん 償 却 額  －  △ １  △ １  －  
 貸倒引当金の増減額 (減少：△ )  ９５  △ ３７  △ １３３ △ １８  
 賞与引当金の増減額 (減少：△ )  １５９   ８６  △ ７２  ５１  
 退職給付引当金の増減額(減少：△) △ １４０  △ １０８   ３１ △ ２６９  
 役員退職慰労引当金の増減額(減少：△)  ７  △ １５  △ ２３  １９  
 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ １７  △ ２１  △ ３ △ ３９  
 支 払 利 息  １２   １２  △ ０  ２５  
 為 替 差 損 益 ( 差 益 ： △ ) △ １   ０   １ △ ５  
 持分法による投資損益 (利益：△ ) △ ５２  △ ５５  △ ２ △ ７０  
 固 定 資 産 除 却 損  ５   ３  △ １  １２  
 投 資 有 価 証 券 評 価 損  ６   －  △ ６  １２  
 前 期 損 益 修 正 益 △ ２５   －   ２５ △ ２５  
 関 係 会 社 清 算 損  １９   －  △ １９  １９  
 売 上 債 権 の 増 減 額 ( 増 加 ： △ )  ４，０８１   ２，６９９  △ １，３８２  ８３５  
 未成工事支出金の増減額(増加：△) △ １，２２２  △ ９３１   ２９０ △ ２８６  
 たな卸資産の増減額  (増加：△ )  １７   ８  △ ９  ４６  
 仕 入 債 務 の 増 減 額 ( 減 少 ： △ ) △ ２，１１５  △ １，３９１   ７２４ △ ７２９  
 未払消費税の増減額 (減少：△ ) △ １２  △ ２０  △ ８  ４３  
 未成工事受入金の増減額(減少：△)  ２６   ３４７   ３２１ △ １４７  
 そ の 他 △ １７９   ５５   ２３５  ４６  
  小           計  １，３１０   １，４４６   １３５  １，３０７  
 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額  ２４   ２９   ４  ４５  
 利 息 の 支 払 額 △ １２  △ １１   ０ △ ２５  
 法 人 税 等 の 支 払 額 △ ３５７  △ ２１２   １４４ △ ６４５  
     営業活動によるキャッシュ・フロー  ９６５   １，２５０   ２８４  ６８０  

            
Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー            
 定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 △ ７４７  △ ２６６   ４８１ △ １，００６  
 定 期 預 金 の 払 戻 し に よ る 収 入  ７０７   ２４８  △ ４５８  ９５９  
 有形固定資産の取得による支出 △ １３９  △ ７０   ６９ △ ２２０  
 有形固定資産の売却による収入  －   ４   ４  －  
 無形固定資産の取得による支出 △ １  △ ７９  △ ７７ △ ９  
 投資有価証券の取得による支出 △ １  △ ２  △ ０ △ １１  
 投資有価証券の売却による収入  －   －   －  ０  
 貸 付 け に よ る 支 出 △ ７  △ ２１  △ １４ △ ３５  
 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入  １６   ３１   １４  ２２  
 その他投資の取得等による支出 △ ９  △ ９   ０ △ １７  
 その他投資の売却等による収入  １０   ５  △ ４  １４  
     投資活動によるキャッシュ・フロー △ １７４  △ １６０  △ １４ △ ３０５  

            
Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー            
 短期借入金の純増減額 (減少：△ ) △ ４７３  △ ６４１  △ １６７ △ ４４３  
 長 期 借 入 れ に よ る 収 入  －   －   －  ３００  
 長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ ９８  △ ８７   １１ △ １５７  
 配 当 金 の 支 払 額 △ ９９  △ ９９   ０ △ ９９  
 自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △ ０  △ １  △ ０ △ １  
     財務活動によるキャッシュ・フロー △ ６７２  △ ８２９  △ １５７ △ ４０１  

            
Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額   １  △ ０  △ １  ５  
Ⅴ．現金及び現金同等物の増減額(減少：△)  １１９   ２６０   １４０ △ ２０  
Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高  ５３８   ５１８  △ ２０  ５３８  
Ⅶ．現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高  ６５８   ７７８   １２０  ５１８  
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［中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項］ 
１． 連結の範囲に関する事項 
 連結子会社数     ５社 西日本電材(株)、明正電設(株)、(株)システムニシツウ、西部通信工業(株)、 

(株)ニースエンジニアリング 
 非連結子会社数    １社 非連結子会社は、小規模会社であり、総資産、売上高、中間純損益及び利益剰

余金（持分に見合う額）等は、いずれも中間連結財務諸表に重要な影響を与え

ないため、連結の範囲から除いております。 
   
２． 持分法の適用に関する事項 
 持分法適用会社数  ３社 九州通信産業(株)、九州電機工業(株)、九州電話運輸(株)、以上関連会社に対す

る投資については、すべて持分法を適用しております。 
 持分法を適用しない １社 

非連結子会社数 
非連結子会社は、中間純損益及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、

持分法の対象から除いても中間連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であるため、

持分法の適用範囲から除外しております。 
  
３． 連結子会社の中間決算日等に関する事項 連結子会社の中間決算日はすべて９月３０日であります。 
 
４．会計処理基準に関する事項 
 （１）重要な資産の評価基準及び評価方法  
  ① 有価証券 
    その他有価証券  
   時価のあるもの 中間連結会計期間末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定) 
   時価のないもの 移動平均法による原価法 
  ② たな卸資産  

未成工事支出金 個別法による原価法 
 商 品 最終仕入原価法 
 材 料 貯 蔵 品 移動平均法による原価法 

（連結子会社は最終仕入原価法） 
   
 （２）重要な減価償却資産の減価償却の方法   
  ① 有形固定資産 主として定率法 
  ② 無形固定資産 定額法 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。 
ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間 
（５年）に基づいております。 

     
 （３）重要な引当金の計上基準  
 ① 貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 
   
 ② 賞 与 引 当 金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 
   
 ③ 役員賞与引当金 親会社の役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。 
   
 ④ 完成工事補償引当金 完成工事のかし担保の費用に備えるため、当中間連結会計期間末に至る１年間

の完成工事高に対する将来の見積補償額に基づき計上しております。 
   
 ⑤ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認

められる額を計上しております。 
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１

０年）による按分額を費用処理することとしております。 
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連結子会社の会計基準変更時差異は、７年による按分額を費用処理しておりま

す。 
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（１０年）による定額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。 
   
 
 

⑥ 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間連結会計期間末要支
給額を計上しております。 

   
 （４）重要な外貨建資産及び負債の 

本邦通貨への換算基準      
外貨建金銭債権債務は、中間連結会計期間末日の直物為替相場により円貨に換
算し、換算差額は損益として処理しております。 

  
 （５）重要なリース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ
ております。 

   
（６）その他中間連結財務諸表作成の 

ための基本となる重要な事項 
 
    

① 完成工事高の計上基準 工事完成基準 

 
 

② 消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用しております。 
  
５．中間連結キャッシュ・フロー計算書に 
おける資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、
手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の
変動については僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還日の到
来する短期投資からなっております。 

 
[中間連結財務諸表作成のための基本とな 
る重要な事項の変更] 

 

  貸借対照表の純資産の部の表示
に関する会計基準 

当中間連結会計期間より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」 
（企業会計基準委員会 平成１７年１２月９日 企業会計基準第５号）及び 
「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計
基準委員会 平成１７年１２月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適用し
ております。 
 これまでの資本の部の合計に相当する金額は７，２５７百万円であります。 
なお、当中間連結会計期間における中間連結貸借対照表の純資産の部について
は、中間連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の中間連結財務諸表規則によ
り作成しております。 

  
[表示方法の変更]  

 （中間連結貸借対照表関係） 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定」として掲記されていたものは、

当中間連結会計期間から「負ののれん」と表示しております。 
 （中間連結損益計算書関係） 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却額」として掲記されていたも

のは、当中間連結会計期間から「負ののれん償却額」と表示しております。 
 （中間連結キャッシュ・フロー計算

書関係） 
前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却額」として掲記されていたも

のは、当中間連結会計期間から「負ののれん償却額」と表示しております。 
 
［注記事項］ 
１．中間連結貸借対照表関係 
  前中間連結会計期間末  当中間連結会計期間末  前連結会計年度末  
  （百万円）  （百万円）  （百万円）  
 (1) 有形固定資産の減価償却累計額 ２，４５７  ２，５０８  ２，４５２  
 (2) 担保提供資産及び担保付債務       
    ① 担保に供している資産       
  投資有価証券 １０７  ９６  １１２  
  建    物 ３３４  ３１３  ３２７  
  土    地 ２９３  ２７２  ２８９  
  計 ７３５  ６８２  ７２９  
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  前中間連結会計期間末  当中間連結会計期間末  前連結会計年度末  
  （百万円）  （百万円）  （百万円）  
    ② 担保付債務       
  長期借入金 ８５  ２４５  ３２８  
  (１年以内を含む)       
  短期借入金 ５５５  ５１０  ５２５  
  工事未払金 ８ ６  １５  
  計 ６４９ ７６２  ８６８  
   
 (3) 中間連結期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当中間連結

会計期間の末日は、金融機関の休日であったため、次の中間連結会計期間末日満期手形が中間連結会計期間末残
高に含まれております。 

 

  受取手形 ８６百万円      
  支払手形 ７３百万円      
 
２．中間連結損益計算書関係 
 (1) 販売費及び一般管理費の主な費目及び金額 

  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

   （百万円） （百万円） （百万円）

  従 業 員 給 与 手 当 ３６１ ３７１ ８５９

  賞 与 引 当 金 繰 入 額 １０９ ９６ ９２

  役員退職慰労引当金繰入額 １５ １２ ２６

  退 職 給 付 費 用 ３７ ３４ ７５

  貸 倒 引 当 金 繰 入 額 １６ ４ １９

  

 (2) 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

  建 物 ・ 構 築 物 ０ － １

  機械・運搬具・工具器具備品 － ３ ９

  そ   の   他 ５ － ２

  計 ５ ３ １２

  

 (3) 当社グループの売上高は、通常の営業の形態として上半期に比べ下半期に完成する工事の割合が大きいため、連

結会計年度の上半期の売上高と下半期の売上高との間に著しい相違があり、上半期と下半期の業績に季節的変動

があります。 
  

 (4) 減損損失 
  当社は、以下の資産について減損損失を計上しております。 

   場 所 用 途 種 類  

   長崎県大村市 遊休資産 土地  

  当社は、事業用資産については、管理会計上の区分を基準として拠点別にグルーピングしており、賃貸資産及び

遊休資産については、それぞれの個別物件をグルーピングの最小単位として減損損失の兆候を判定しておりま

す。 

その結果、一部の遊休資産に地価の下落が認められたことから、当中間連結会計期間において、減損損失 

３９百万円を特別損失に計上しております。 

なお、当該資産の回収可能価額は、正味売却可能価額により測定しており、不動産鑑定評価額等を基準としてお

ります。 
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３．中間連結株主資本等変動計算書関係 

   当中間連結会計期間（自 平成１８年４月１日 至 平成１８年９月３０日） 

 (1) 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
株式の種類 

前連結会計年度末

株式数（千株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（千株）

当中間連結会計期間 

減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間末 

株式数（千株） 

 発行済株式    

  普通株式 １３，１００ － －  １３，１００

  合計 １３，１００ － －  １３，１００

 自己株式    

  普通株式 ７０９ ３ －  ７１３

  合計 ７０９ ３ －  ７１３

 

 (2) 配当に関する事項 

    配当金支払額 

 
決  議 株式の種類 

配当金の総額

（百万円） 

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 

 平成18年6月29日 

定時株主総会 
普通株式 ９９ ８

 

 
平成18年3月31日 平成18年6月29日

 

４．中間連結キャッシュ・フロー計算書関係 

  現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と中間連結（連結）貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

                                   前中間連結会計期間末    当中間連結会計期間末    前連結会計年度末 

    （百万円） （百万円）  （百万円）

  現 金 預 金 勘 定  ９６２ １，１０７  ８２８

  預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △   ３０４ △   ３２９  △   ３１０

  現金及び現金同等物  ６５８ ７７８  ５１８

 
５．リース取引関係 
 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び中間期末(期末)残高相当額 
 前中間連結会計期間  

 
 

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 中間期末残高相当額   

 運 搬 具 400 百万円 73 百万円 327 百万円   

 工 具 器 具 備 品 45  16  29    
 合 計 446  89  357    
 
 当中間連結会計期間  

 
 

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 中間期末残高相当額   

 運 搬 具 542 百万円 150 百万円 391 百万円   

 工 具 器 具 備 品 86  21  64    
 合 計 628  171  456    
 
 前連結会計年度  

 
 

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額  

 運 搬 具 488 百万円 110 百万円 378 百万円  

 工 具 器 具 備 品 45  21  24   
 合 計 534     131     402      
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 (2) 未経過リース料中間期末(期末)残高相当額等 

 未経過リース料中間期末(期末)残高相当額 

  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度  

 1 年 内 72 百万円 107 百万円 85 百万円  

 1 年 超 288 358  323   

合       計 360 466 408   

 

 (3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び及び減損損失 

  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度  

 支払リース料 44 百万円 56 百万円 89 百万円  

 減価償却費相当額 40 52  82   

支払利息相当額 4 6 9   

 
 (4) 減価償却費相当額の算定方法 
  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
    
 (5) 利息相当額の算定方法   
 

 
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、 
利息法によっております。 

  

 （減損損失について）   
  リース資産に配分された減損損失はありませんので、項目等の記載は省略しております。 
  
６．有価証券関係  
  前中間連結会計期間末（平成１７年９月３０日）  
  (1) その他有価証券で時価のあるもの                                             （単位：百万円）  

 
区      分    取   得   原   価 

中間連結貸借 
対照表計上額 

差   額 
  

 株 式 １，４６５ ２，５５７ １，０９２   
 債 券 － － －   
 そ の 他 １０ １０ ０   

 計 １，４７５ ２，５６８ １，０９２   

 (注) 下落率が５０％を超える有価証券については、原則として減損処理することとしております。 
また、３０％以上５０％未満で下落した有価証券については、発行会社の財政状態及び時価の推移等を勘 
案して回復の可能性を判断し、回復する見込みがあると認められる場合を除き減損処理を行っております。 

 

 

 
  
  (2) 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 （単位：百万円）  

  中間連結貸借対照表計上額   

 その他有価証券   
 非上場株式 ２２６   

  
  当中間連結会計期間末（平成１８年９月３０日）  
  (1) その他有価証券で時価のあるもの                                              （単位：百万円）  

 
区      分    取   得   原   価 

中間連結貸借 
対照表計上額 

差   額 
  

 株 式 １，４６９ ２，３７０ ９００   
 債 券 － － －   
 そ の 他 １０ １１ 1   

 計 １，４７９ ２，３８２ ９０２   

 (注) 下落率が５０％を超える有価証券については、原則として減損処理することとしております。 
また、３０％以上５０％未満で下落した有価証券については、発行会社の財政状態及び時価の推移等を勘 
案して回復の可能性を判断し、回復する見込みがあると認められる場合を除き減損処理を行っております。 

 

 

 
   
  (2) 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 （単位：百万円）  

  中間連結貸借対照表計上額   

 その他有価証券   
 非上場株式 ２２０   

  
  



－１６－ 

  前連結会計年度末（平成１８年３月３１日）  
  (1) その他有価証券で時価のあるもの                                             （単位：百万円）  

 
区      分    取   得   原   価 

連結貸借 
対照表計上額 

差   額 
  

 株 式 １，４６７ ２，６２８ １，１６０   
 債 券 － － －   
 そ の 他 １０ １２ ２   

 計 １，４７８ ２，６４１ １，１６３   

 (注) 下落率が５０％を超える有価証券については、原則として減損処理することとしております。 
また、３０％以上５０％未満で下落した有価証券については、発行会社の財政状態及び時価の推移等を勘 
案して回復の可能性を判断し、回復する見込みがあると認められる場合を除き減損処理を行っております。 

 

 

 
   
  (2) 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 （単位：百万円）  

  連結貸借対照表計上額   

 その他有価証券   
 非上場株式 ２２０   

  

７．セグメント情報 

 （１）事業の種類別セグメント情報  

    前中間連結会計期間（自 平成１７年４月１日 至 平成１７年９月３０日）      （単位：百万円） 

 建設事業 販売事業等 計 消去又は全社 連 結 

  売  上  高  

  （1）外部顧客に対する売上高 10,559 2,243 12,803 （  －） 12,803

  （2）セグメント間の内部売上高又は振替高 17 160 178 （ 178） －

計 10,577 2,404 12,982 （ 178） 12,803

営 業 費 用 9,818 2,391 12,209        135 12,345

営 業 利 益 759 12 772 （ 313） 458

 
    当中間連結会計期間（自 平成１８年４月１日 至 平成１８年９月３０日）      （単位：百万円） 

 建設事業 販売事業等 計 消去又は全社 連 結 

  売  上  高  

  （1）外部顧客に対する売上高 11,916 2,179 14,095 （  －） 14,095

  （2）セグメント間の内部売上高又は振替高 0 239 240 （ 240） －

計 11,917 2,419 14,336 （ 240） 14,095

営 業 費 用 10,968 2,402 13,370        109 13,480

営 業 利 益 949 16 965 （ 349） 615

 
    前連結会計年度（自 平成１７年４月１日 至 平成１８年３月３１日）        （単位：百万円） 

 建設事業 販売事業等 計 消去又は全社 連 結 

  売  上  高      

  （1）外部顧客に対する売上高 25,573 4,738 30,311 （  －） 30,311

  （2）セグメント間の内部売上高又は振替高 8 421 429 （ 429） －

計 25,581 5,159 30,740 （ 429） 30,311

営 業 費 用 23,478 5,133 28,611        361 28,972

営 業 利 益 2,103 26 2,129 （ 790） 1,338

（注） １．事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容 

 （1）事業区分の方法 

  連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております｡ 

 （2）各区分に属する主要な事業の内容 

  建設事業   ： 通信設備工事、一般土木工事及び電気設備工事他 

  販売事業等 ： 通信機器の販売、電気通信材料工具の販売、ＯＡ機器・ソフトの販売及びリース他 

 ２． 

  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 主な内容 

 百万円 百万円 百万円 

 

消去又は全社の項目

に含めた配賦不能営

業費用の金額 
３１８ ３４３ ７９１ 

提出会社本社の経

営企画部等管理部

門に係る費用 

  



－１７－ 

 （２）所在地別セグメント情報  

 

 

 

 

 

 

前中間連結会計期間（自 平成１７年４月１日 至 平成１７年９月３０日）及び当中間連結会計期間（自 平成 

１８年４月１日 至 平成１８年９月３０日）において、全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が、

いずれも９０％を超えているため、中間連結財務諸表規則様式第二号（記載上の注意１０）に基づき、所在地別 

セグメント情報の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自 平成１７年４月１日 至 平成１８年３月３１日）において、全セグメントの売上高の合計及

び全セグメントの資産の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも９０％を超えているため、連結財務諸表規則様

式第二号（記載上の注意１１）に基づき、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 （３）海外売上高  

 

 

 

 

前中間連結会計期間（自 平成１７年４月１日 至 平成１７年９月３０日）及び当中間連結会計期間（自 平成 

１８年４月１日 至 平成１８年９月３０日）において、海外売上高が連結売上高の１０％未満のため、中間連結 

財務諸表規則様式第三号（記載上の注意５）に基づき、海外売上高の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自 平成１７年４月１日 至 平成１８年３月３１日）において、海外売上高が連結売上高の１０％

未満のため、連結財務諸表規則様式第三号（記載上の注意５）に基づき、海外売上高の記載を省略しております。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



－１８－ 

完成工事高及び受注高・受注残高内訳 
 

                                            （単位：百万円） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度  

 自 平成17年4月 1 日 自 平成18年4月 1 日 自 平成17年4月 1 日  

 至 平成17年9月30日 至 平成18年9月30日 至 平成18年3月31日  

 

 

       区 分 

 

 部門別 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比  

      ％    ％    ％  

 受 建 設 事 業 １７，２１９ 88.3 １９，７５０ 90.1 ２５，４８２ 84.3  

      

 注 販売事業等 ２，２７１ 11.7 ２，１６０ 9.9 ４，７５６ 15.7  

       

 高  

計 １９，４９０ 100.0 ２１，９１１ 100.0 ３０，２３８ 100.0
 

       

 売 建 設 事 業 １０，５５９ 82.5 １１，９１６ 84.5 ２５，５７３ 84.4  

      

 上 販売事業等 ２，２４３ 17.5 ２，１７９ 15.5 ４，７３８ 15.6  

    

 高  

計 １２，８０３ 100.0 １４，０９５ 100.0 ３０，３１１ 100.0
 

       

 受 建 設 事 業 １４，９３３ 99.8 １６，０１７ 100.0 ８，１８３ 99.8  

 注     

 残 販売事業等 ２７ 0.2 － 0.0 １８ 0.2  

 高      

   

計 １４，９６０ 100.0 １６，０１７ 100.0 ８，２０１ 100.0
 

          

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

 －１９－

 

平成１９年３月期       個別中間財務諸表の概要      平成１８年１１月１４日 
 上 場 会 社 名 西日本システム建設株式会社 上場取引所(所属部) 大証(第２部)・福証 
 コ ー ド 番 号 １９３３ 本社所在都道府県 熊本県 
 (URL  http：//www.sysken.co.jp/ )  
 代 表 者  代表取締役社長 赤星  敦  
 問合せ先責任者  取締役経理部長 森   豊康 ＴＥＬ  (０９６)３７３－０１１８ 
 決算取締役会開催日  平成１８年 １１月１４日   
 配 当 支 払 開 始 日  平成 －年 －月 －日 単元株制度採用の有無 有 (1単元 1,000株) 
 
１. １８年９月中間期の業績（平成１８年４月１日～平成１８年９月３０日） 

(１) 経営成績                               （百万円未満切り捨て） 
  売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 
               百万円 ％              百万円   ％              百万円  ％ 
 18年9月中間期 １２，２１１（ 13．0）      ５５０（ 45.9）     ６５３（  55.5）
 17年9月中間期 １０，８０２（  9．6）      ３７７（ 51.9）     ４２０（  25.9）
 18年3月期 ２６，２５９    １，１２７ １，２８７ 

 
  中間(当期)純利益 １株当たり中間（当期）純利益  
           百万円  ％              円     銭  
 18年9月中間期     ３４８（  49.3）         ２８．１６  
 17年9月中間期     ２３３（  25.6）         １８．８５  
 18年3月期 ７２１       ５８．２２  
   (注) ①期中平均株式数 18年9月中間期 12,389,401株  17年9月中間期 12,393,261株  18年3月期  12,392,237株 

 ②会計処理の方法の変更     無  
 ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 
（２）財政状態                               （百万円未満切り捨て） 

  総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 
  百万円 百万円 ％ 円   銭 
 18年9月中間期 １４，９３７ ５，６２６ ３７．７ ４５４．２３ 
 17年9月中間期 １４，５７９ ４，９５８ ３４．０ ４００．１３ 
18年3月期 １６，６５２ ５，５１９ ３３．１ ４４５．４９ 

  (注)  ①期末発行済株式数 18年9月中間期 12,386,481株 17年9月中間期 12,392,015株 18年3月期 12,390,469株 
   ②期末自己株式数 18年9月中間期 713,519株 17年9月中間期 707,985株 18年3月期 709,531株 
 
２．１９年３月期の業績予想（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日） 
  
 

 売 上 高 経常利益 当期純利益   
  百万円  百万円    百万円   
 通  期 ２６,０００ １，１００ ６００   
 （参考）１株当たり予想当期純利益（通期） ４８円 ４２銭 

 
３．配当状況 

 ・現金配当 １株当り配当金 
  期  末 年  間 
            円    銭           円    銭  
 18年3月期         ８．００         ８．００  
19年3月期（実績）         －    －         －    －  
19年3月期（予想）         ８．００         ８．００ 

 

  
（注）上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要

因によって予想数値と異なる場合があります。 
     



  

 －２０－

中間財務諸表等 

（１）中間貸借対照表 

前中間会計期間末 
(平成17年9月30日)

当中間会計期間末 
(平成18年9月30日)

前 事 業 年 度 の 
要約貸借対照表 
(平成 18 年 3 月 31 日) 

 
期   別 

 
科   目 金   額 構成比 金   額 構成比 

増 減 額 

金   額 構成比 
（ 資 産 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 

Ⅰ 流 動 資 産 7,533 51.7 8,085 54.1 552 9,534 57.3

  現 金 預 金 350 515 164 339
  受 取 手 形 182 132 △   50 100
  完成工事未収入金 3,801 4,433 631 7,008
  未 成 工 事 支 出 金 2,392 2,285 △   106 1,374
  その他たな卸資産 244 201 △   43 205  

  そ の 他 580 536 △   46 527  

  貸 倒 引 当 金 △   18 △   16 2 △    20

Ⅱ 固 定 資 産 7,045 48.3 6,851 45.9 △   193 7,117 42.7

 有形固定資産 2,863 19.6  2,767 18.5 △   95 2,826 17.0

  建 物 985 954 △   31 965
  土 地 1,723 1,684 △   39 1,723
  そ の 他 153 128 △   25 136
 無形固定資産 57 0.4 231 1.6 173 160 0.9

 投資その他の資産 4,124 28.3 3,853 25.8 △   271 4,130 24.8

  投 資 有 価 証 券 2,632 2,522 △   109 2,759
  繰 延 税 金 資 産 892 740 △   151 761
  そ の 他 909 794 △   114 814
  貸 倒 引 当 金 △   309 △  204 104 △    204

資 産 合 計 14,579 100.0 14,937 100.0 358 16,652 100.0

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                        



  

 －２１－

前中間会計期間末 
(平成17年9月30日)

当中間会計期間末 
(平成18年9月30日)

前 事 業 年 度 の 
要約貸借対照表 
(平成 18 年 3 月 31 日) 

 
期   別 

 
科   目 金   額 構成比 金   額 構成比 

増 減 額 

金   額 構成比 
（ 負 債 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 

Ⅰ 流 動 負 債 6,776 46.5 6,690 44.8 △   86 8,274 49.7

 支 払 手 形 4 7 3 29
 工 事 未 払 金 2,933 2,899 △   34 4,126
 短 期 借 入 金 2,766 2,371 △   395 3,004
 未 成 工 事 受 入 金 266 353 87 93
 賞 与 引 当 金 473 449 △   23 380
 役 員 賞 与 引 当 金 － － － 30
 完成工事補償引当金 2 2 0 2
 そ の 他 330 605 274 608

Ⅱ 固 定 負 債 2,844 19.5 2,621 17.5 △   222 2,858 17.2

 長 期 借 入 金 33 133 99 187
 退 職 給 付 引 当 金 2,536 2,233 △   303 2,392
 役員退職慰労引当金 123 114 △    9 133
 債務保証損失引当金 31 31 － 31
 そ の 他 118 109 △    9 114

負 債 合 計 9,620 66.0 9,311 62.3 △   309 11,132 66.9

  

（ 資 本 の 部 ）  

Ⅰ 資 本 金 801 5.5 － － － 801 4.8

Ⅱ 資 本 剰 余 金 560 3.8 － － － 560 3.3

 資 本 準 備 金 560 － － 560

Ⅲ 利 益 剰 余 金 3,163 21.7 － － － 3,651 21.9

 利 益 準 備 金 200 － － 200
 任 意 積 立 金 2,497 － － 2,497
 中間(当期)未処分利益 465 － － 953

Ⅳ その他有価証券評価差額金 586 4.0 － － － 660 4.0

Ⅴ 自 己 株 式 △  152 △ 1.0 － － － △   152 △ 0.9

 資 本 合 計 4,958 34.0 － － － 5,519 33.1

 負 債 資 本 合 計 14,579 100.0 － － － 16,652 100.0

    

（ 純 資 産 の 部 ）    

Ⅰ 株 主 資 本 － － 5,107 34.2 － － －

  資 本 金 － － 801 5.4 － － －

  資 本 剰 余 金 － － 560 3.7 － － －

 資 本 準 備 金 － 560 － －

  利 益 剰 余 金 － － 3,900 26.1 － － －

 利 益 準 備 金 － 200 － －
 そ の 他 利 益 剰 余 金 － 3,700 － －
 固定資産圧縮積立金 － 42 － －
 別途積立金 － 3,050 － －
 繰越利益剰余金 － 608 － －

  自 己 株 式 － － △  154 △ 1.0 － － －

Ⅱ 評価・換算差額等 － － 519 3.5 － － －

  その他有価証券評価差額金 － － 519 3.5 － － －

 純 資 産 合 計 － － 5,626 37.7 － － －

 負 債 純 資 産 合 計 － － 14,937 100.0 － － －



  

 －２２－

（２）中間損益計算書 

前中間会計期間 当中間会計期間 
前事業年度の 

要約損益計算書 

（自 平成17年4月 １日 （自 平成18年4月 １日 （自 平成17年4月 １日

至 平成17年9月30日） 至 平成18年9月30日） 至 平成18年3月31日）

 
期   別 

 

 

科   目 金 額 百分比 金 額 百分比

増 減 額 

金 額 百分比

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

Ⅰ 完   成   工   事   高 10,802 100.0 12,211 100.0 1,408 26,259 100.0

Ⅱ 完 成 工 事 原 価 9,656 89.4 10,859 88.9 1,202 23,490 89.5

 完 成 工 事 総 利 益 1,145 10.6 1,351 11.1 206 2,768 10.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費            768 7.1 801 6.6 33 1,641 6.2

 営 業 利 益 377 3.5 550 4.5 173 1,127 4.3

Ⅳ 営 業 外 収 益            133 1.2 114 0.9 △  18 245 0.9

 受 取 利 息 2 2 0 4

 そ の 他 131 111 △  19 240

Ⅴ 営 業 外 費 用           90 0.8 11 0.1 △  79 84 0.3

 支 払 利 息 10 10 0 20

 そ の 他 80 0 △  79 63

 経 常 利 益 420 3.9 653 5.3 233 1,287 4.9

Ⅵ 特 別 利 益            49 0.4 － 0.0 △  49 81 0.3

 貸 倒 引 当 金 戻 入 益 24 － △  24 56

 前 期 損 益 修 正 益 25 － △  25 25

Ⅶ 特 別 損 失            68 0.6 39 0.3 △  28 75 0.3

 固 定 資 産 除 却 損 0 － △   0 1

 減 損 損 失 62 39 △  22 62

 投資有価証券評価損 6 － △   6 12

税引前中間(当期)純利益 402 3.7 614 5.0 212 1,292 4.9

法人税、住民税及び事業税 135 1.2 173 1.4 38 395 1.5

法 人 税 等 調 整 額 33 0.3 92 0.8 59 176 0.7

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 233 2.2 348 2.8 115 721 2.7

前 期 繰 越 利 益 231 － － 231

中間(当期)未処分利益 465 － － 953

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



  

 －２３－

（３）中間株主資本等変動計算書 
   当中間会計期間（自 平成１８年４月１日 至 平成１８年９月３０日） 

株主資本  

資本剰余金  

 

資本金 
資本準備金 資本剰余金合計  

平成１８年３月３１日残高(百万円) ８０１ ５６０ ５６０   

中間会計期間中の変動額    

 固定資産圧縮積立金の取崩    

 別途積立金の積立    

 剰余金の配当    

 中間純利益    

 自己株式の取得    

 株主資本以外の項目の中間会計期間中の変動額（純額）    

中間会計期間中の変動額合計(百万円) － － －   

平成１８年９月３０日残高(百万円) ８０１ ５６０ ５６０   

 

株主資本  

利益剰余金 

 その他利益剰余金 

 利益準備金 固定資産

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益

剰余金 

利益剰余金 

合計 

自己株式 株主資本合計

平成１８年３月３１日残高(百万円) 200 47 2,450 953 3,651 △ 152 4,859

中間会計期間中の変動額  

 固定資産圧縮積立金の取崩 △  5 5 － －

 別途積立金の積立 600 △  600 － －

 剰余金の配当 △   99 △   99 △  99

 中間純利益 348 348 348

 自己株式の取得  △  1 △  1

 株主資本以外の項目の中間会計期間中の変動額（純額）  

中間会計期間中の変動額合計(百万円) － △  5 600 △  344 249 △  1 247

平成１８年９月３０日残高(百万円) 200 42 3,050 608 3,900 △ 154 5,107

 

 評価・換算差額等 

 その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計 
純資産合計 

平成１８年３月３１日残高(百万円)      ６６０ ６６０   ５，５１９ 

中間会計期間中の変動額    

 固定資産圧縮積立金の取崩         － 

 別途積立金の積立         － 

 剰余金の配当   △    ９９ 

 中間純利益       ３４８ 

 自己株式の取得   △     １ 

 株主資本以外の項目の中間会計期間中の変動額（純額） △    １４１ △   １４１ △   １４１ 

中間会計期間中の変動額合計(百万円) △    １４１ △   １４１     １０６ 

平成１８年９月３０日残高(百万円)      ５１９ ５１９   ５，６２６ 

  
 
 
 
 



  

 －２４－

［中間財務諸表作成の基本となる重要な事項］ 
１．資産の評価基準及び評価方法  
 (1) 有価証券 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 
     その他有価証券 時価のあるもの 中間会計期間末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
  時価のないもの 移動平均法による原価法      
 (2) たな卸資産 未成工事支出金 個別法による原価法 
 材料貯蔵品 移動平均法による原価法 
   
２．固定資産の減価償却の方法   
(1) 有形固定資産 定率法 
(2) 無形固定資産 定額法 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準

によっております。 
ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づいております。 
  
３．引当金の計上基準  
(1) 貸 倒 引 当 金 

 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

    

  (2) 賞 与 引 当 金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

    

  (3) 役 員 賞 与 引 当 金 役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。 

  

  (4) 完成工事補償引当金 完成工事のかし担保の費用に備えるため、当中間会計期間末に至る1年間の完成

工事高に対する将来の見積補償額に基づき計上しております。 

    

  (5) 退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を

計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数 

（１０年）による按分額を費用処理することとしております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(１０年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理することとしております。 

  

  (6) 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間会計期間末要支給額を
計上しております。 

  

  (7) 債務保証損失引当金 関係会社への債務保証等に係る損失に備えるため、被保証者の財政状態等を勘案
し、損失負担見込額を計上しております。 

  

４．外貨建資産及び負債の 
    本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間会計期間末日の直物為替相場により円貨に換算し、
換算差額は損益として処理しております。 

      

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ
ース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

  



  

 －２５－

６．その他中間財務諸表作成の 
  ための基本となる重要な事項 

 

(1) 完成工事高の計上基準 工事完成基準 
 (2) 消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用しております。 
  
［中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更］ 
（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 
  当中間会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成１７年１２
月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準
委員会 平成１７年１２月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 
  これまでの資本の部の合計に相当する金額は５，６２６百万円であります。 
なお、当中間会計期間における中間貸借対照表の純資産の部については、中間財務諸表等規則の改正に伴い、改正
後の中間財務諸表等規則により作成しております。 

 
［注記事項］ 
１．中間貸借対照表関係 
 前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末  
 （百万円） （百万円） （百万円）  
 (1) 有形固定資産の減価償却累計額 ２，０４０ ２，１２３    ２，０８３  
  
 (2) 担保資産及び担保付債務 
  ① 担保に供している資産 
   建 物  ３３４ ３１３       ３２７  
   土 地  ２９３ ２７２       ２８９  
   投資有価証券  １０７ ９６ １１２  

   計  ７３５ ６８２   ７２９  
         
  ② 担保付債務  
   長 期 借 入 金 (１年以内を含む) ８５ ２４５       ３２８  
   短 期 借 入 金  ５５５ ５１０       ５２５  
   工 事 未 払 金  ８ ６       １５  

   計  ６４９ ７６２   ８６８  
   
 (3) 保証債務   
  借 入 保 証  ３８２ ３０９ ２８１
  仕 入 保 証  ２４ ２２ １８  

  計 ４０６ ３３１ ２９９  

  

 (4) 消費税等の取扱い 

    仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動負債の「その他」に含めて表示しております。 

 

 (5) 中間期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当中間会計期間
の末日は、金融機関の休日であったため、次の満期手形が中間期末残高に含まれております。 

     受取手形   ５８百万円 

 
２．中間損益計算書関係 

 (1) 過去1年間の完成工事高 

 
 
 
上半期の完成工事高と下半期の完成工事高に差異がありますが、当中間会計期間末に至る１年間の完成工事高は次
のとおりであります。 

  前事業年度下半期 １５，４５６ 百万円  

  当 中 間 会 計 期 間 １２，２１１   

  合  計 ２７，６６７   

       

       

       

       

       



  

 －２６－

   前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度  
   （百万円） （百万円） （百万円）  

  (2) 減価償却実施額   

   有 形 固 定 資 産  ５４ ４９ １０９  

   無 形 固 定 資 産  １２ １７ ２１  

   

  (3) 営業外収益 

   その他のうち主なもの 

   受 取 配 当 金  ３１ ３６ ５０  

   受 取 賃 貸 料  ４１ ４２ ８０  

   資格取得協力金  １４ ８ ２９  

   

  (4) 営業外費用 

   その他のうち主なもの 

   貸倒引当金繰入額  ７２ － ４６  

  

  (5) 減損損失 

  当社は、以下の資産について減損損失を計上しております。 

  場 所 用 途 種 類  

  長崎県大村市 遊休資産 土地  

 当社は、事業用資産については、管理会計上の区分を基準として拠点別にグルーピングしており、賃貸資産及び遊

休資産については、それぞれの個別物件をグルーピングの最小単位として減損損失の兆候を判定しております。 

その結果、一部の遊休資産に地価の下落が認められたことから、当中間会計期間において、減損損失３９百万円を

特別損失に計上しております。 

なお、当該資産の回収可能価額は、正味売却可能価額により測定しており、不動産鑑定評価額等を基準としており

ます。 

 

３．中間株主資本等変動計算書関係 

   当中間会計期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日） 

    自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
株式の種類 

前事業年度末株式数

（千株） 

当中間会計期間増加

株式数（千株） 

当中間会計期間減少

株式数（千株） 

当中間会計期間末

株式数（千株） 

 

 普通株式（注） ７０９  ３ －  ７１３   

 合 計 ７０９  ３ －  ７１３   

    （注）普通株式の自己株式の株式数の増加３千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

 

４．リース取引関係 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び中間期末(期末)残高相当額 

                                                                                    （単位：百万円） 

 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度  

 

 

 

 

取  得 

価  額 

相当額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

中間期

末残高

相当額

取  得

価  額

相当額

減価償却

累 計 額

相 当 額

中間期

末残高

相当額

取  得

価  額

相当額

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

期  末

残  高

相当額

 

 

 

 車輌運搬具 400 73 327 542 150 391 488 110 378  

 工具器具・備品 70 39 31 86 21 64 70 46 24  

 合        計 471 112 358 628 171 456 559 156 402  

 

  

  

  

  

  



  

 －２７－

 (2) 未経過リース料中間期末(期末)残高相当額等                    

   未経過リース料中間期末(期末)残高相当額 

 （単位：百万円） 

   前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度  

  １   年  内 74 107  85   

  １   年    超 288 358  323   

  合   計 362 466  408   

  

 (3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失            

 （単位：百万円） 

   前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度  

  支払リース料 47 56  94   

  減価償却費相当額 43 52  87   

  支払利息相当額 4 6  10   

  

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

  

 (5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法

によっております。 

 

 （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありませんので、項目等の記載は省略しております。 

 

５．有価証券関係 

前中間会計期間（自 平成17年4月1日 至 平成17年9月30日）、当中間会計期間（自 平成18年4月1日 至

平成18年9月30日）及び前事業年度（自 平成17年4月１日 至 平成18年3月31日）のいずれにおいても子会

社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 


